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はじめに

株式を上場する意味とはなんだろうか。それは主に、大株主である経営者が儲けるため、会社の知名度を上げるため、資金調達などが挙げられる。そして多くの日本の大企業は、東京証券取引所や東証マザーズ、大阪証券取引所に上場している。しかし、昨年（2005年）の７月にMBO（マネジメント・バイアウト）を行い、自ら上場廃止を発表した企業がある。それが、私が今年就職する株式会社ワールドである。企業再生目的以外での優良企業の上場廃止は、日本では過去に例がなく、日経新聞の一面を飾る程の出来事であった。

この論文では、まずアパレル業界全体の現状について調べる。その上で、なぜワールドが上場を廃止するに至ったのか、その経緯を考察してみたいと思う。

私がワールドを研究しようと思った理由は２つある。１つは、前述したが、自分の内定先であるという事だ。これから自分が働く会社を研究する事は、仕事をしていく上で非常に重要な事であると考えた。２つ目の理由は、バブル崩壊後の苦しいアパレル業界の中で成長してきた数少ない企業であり、ワールドを研究する事で、アパレル業界での企業の在り方を知る事ができるのではないかと思ったからである。

１.アパレル業界について

１‐１　アパレル業界とは

　繊維・ファッション産業では、商品が生産され市場に供給されるまでの工程を、3段階に区分けしている。繊維・ファッション産業に属する企業は、その業種によって「川上」、「川中」、「川下」のどこかに属しているという事になる。「川上」は、産業全体の土台となっている分野で、繊維の糸、テキスタイル（織物や編物の布地）製品を生産・提供する役割を担っている。例えば、原糸の提供や紡糸・紡績を行う糸メーカー、糸商、糸を織物に加工する生地メーカー（機屋、ニッターなど）染色などを行う染色業者（整理屋）、生地問屋（テキスタイル・コンバーター）など、様々な種類の生産および加工業者が「川上」に属する。
　「川中」は、川上からの素材・テキスタイルを、既製品（完成品）として企画・製造し、小売段階へ卸す業種にあたる。いわゆるアパレル業界がここにあたり、アパレルメーカー、縫製メーカー、下請け加工業、付属品メーカーなどがこれに属する。 
　「川下」は、川中から商品を仕入れ、それを一般消費者に供給する各種小売業を指す。百貨店、専門店、ブティック、量販店などがこれにあたる。
アパレルメーカーの中にデザインワークだけに特化する会社、型紙の会社、仕入と卸を事業の核とする会社などがあるように、事業のスタイルは千差万別。それぞれが独自の強みや持ち味を活かし、同じ業界のなかで共存している。さまざまな業態が複雑に絡み合って構成されているのがアパレル業界の全体像といってもいい。
１‐２　アパレル業界の歴史

　１９７０年代、その当時、日本は高度経済成長真っ只中であり、消費景気に沸いていた。しかし、1９７３年の中東戦争による第一次オイルショックで、繊維・ファッション産業の「川上」は大打撃を受け、リストラの渦中になる。この時期に繊維・ファッション産業の主役が「川中」のアパレルメーカーなどに移って行ったのである。その後、繊維・ファッション産業は、消費景気を反映した規制服需要の盛り上がりや、百貨店の売り場拡大、次々と誕生したファッション雑誌などに後押しされ発展していった。８０年代には消費者の個性化、多様化に対応したＤＣブランド（デザイナーズ・キャラクターブランド）ブームを迎え、成熟期に入る。さらに海外からのインポートブランドも入ってくるようになった。

このように百貨店の売場拡大、ＤＣブランドブーム、海外輸入ブランド品の急増などを受け、アパレル市場は１９９１年まで、順調な拡大が続いた。しかし、バブル崩壊後、わが国の経済状況が急速に悪化。長い消費不良の時代に入る。需要が縮小し、事業全体の見直しを余儀なくされた。その間、ＳＰＡ（製造小売業）型への移行、製造拠点の中国など海外への移転、ＳＣ（ショッピングセンター）時代の到来など、アパレル業界は激しい構造変化にさらされ続けた。国民経済計算年報によると、衣料品消費市場規模は１９９６年に約１６兆だったのに対し、２００３年には約１０兆と年々縮小してきている。
現在は、ようやく回復の兆しが見え始め、各社とも新ブランド開発に乗り出している。しかし、消費者の欲求はかつてとは比べられない程高く、厳しく、しかも多様化している。また、これから我が国は、２００７年の団塊世代の退職や、人口減少といういまだかつて経験していない厳しい時代を迎えようとしている。
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出展：家計調査　国民経済計算年報
１‐３　ＳＰＡ業態について

ＳＰＡ（Specialty store retailer Private Apparel）とは、企画・生産・販売を一体化して行う業態である。アパレルメーカーの機能とアパレル小売業の機能を合体し、流通経路を短縮する事により、高マージンがとれ、しかも価格を安くして販売できる仕組みが構築されている。さらにＳＰＡ業態であると、売り場の情報を直に入手でき、その情報に合わせて売れ筋商品を増産・投入し、死に筋商品は製造を中止、とうい具合に即座に対応できるという利点がある。また、製造者の利益と小売販売者利益の両方を享受できるのも強みの一つである。

　ＳＰＡに代表される企業といえば、ＧＡＰやユニクロ（ファーストリテイリング社）である。ＧＡＰはＳＰＡという業態を提議した米国の会社である。またユニクロのフリースブームにのった急成長は、記憶に新しい。

従来の事業構造に甘んじていたアパレル業界の中にも、ＳＰＡ事業を立ち上げるところが増え、ＳＰＡは確実に業界に根付いてきた。

２.ワールドについて

２‐１　会社概要

　ワールドは、１９５９年に資本金２００万にて神戸市で設立され、ニットの卸業者とし

てスタートした。その後、１９６０年代からはトータルコーディネートの企画提案を展開し、全国展開の総合アパレルとしての地位を築いていった。ワールドグループは現在親会社及び子会社１９社、関連会社３社で構成されている。そして、連結で売上高２４５１億円、経常利益１６４億円（2005年3月期）と、アパレル業界の中でも勝ち組を代表する企業に成長したのである。
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出展：ワールドHP

　品目別売上高を見ると、婦人服が７割り前後を占め、婦人服市場ではワールドがシェアＮＯ１を誇る。アパレル業界の中では婦人服が最大のシェアを占めているので、ワールドはこの業界をリードしているといえるだろう。一方紳士服では、シェア第５位と婦人服に比べ遅れをとっている。売上げも伸び悩み、厳しい状況であるといえるだろう。しかし、官主導ではあったが、「クールビズ」キャンペーンが、自分の服装に関心の無かった一般サラリーマンまでファッションに目覚めるきっかけとなった。２００５年春夏商戦では、百貨店をはじめ、量販店、専門店などで紳士服の売上げが久々に伸びた。ワールドでも大人の男性を狙った、菊池武夫氏がプロデュースする「フォーティー・カラッツ５２５」や、スーツを中心とした「クールストラティン」など４ブランドをデビューさせた。一般サラリーマンのファッションへの関心度が底上げされているのは事実であり、このチャンスを生かし、発展させていく事が課題となる。

　子供服でも若干の伸びがある。子育て中心世代を迎えた団塊ジュニア世代と孫のためには出費を厭わない団塊世代の、いわゆる第一次・第二次ベービーマの心をいかに掴むかが、今後の重要な課題となりそうだ。

２‐２　ワールドの変遷

　・創業期

　この時期のワールドを支えたビジネスの仕組は、中小専門店との「完全買い取り制」を徹底させた事である。「完全買い取り制」とは、百貨店など売れ残った商品をアパレルメーカーに返品しない事である。当時のアパレル業界で「委託販売」慣行を無視したのである。そしてワールドでは、ワールド単一ブランドあるいは複数のブランドが全体売上高の７割り以上を占める専門店を「オンリーショップ」と呼び、強力なネットワークを築いていったのである。

　さらに。１９６０年代から、これまで単品で販売していた婦人服は、一定のブランド・コンセプトによる組み合わせで販売する「トータルコーディネート」を展開していった。そして、１９６７年ミセス向けの「コルディア」を、１９７５年にはＯＬ向けの「ルイシャンタン」を誕生させた。この２つのブランドを主力として、さらに戦後における物不足時代の売り手市場の環境に恵まれていたことが重なり、ワールドの成長を大きく支える事になったのである。

　・バブル期

　これまで順調に成長してきたワールドであったが、１９８４年に中核をなす「コルディア」と「ルイシャンタン」の２大ブランドの売上げが、前年度と比べてマイナスになった。そしてワールドは、高度経済成長を経ながら、専門店をめぐる競合他社との奪い合い合戦の中で、なんとか売上高を伸ばしたいという「売上げ至上主義」になる。これにより、数字を上げたいがゆえに、実需を考慮せず過当な生産、小売チャネルへの無理な押し込み販売により、大量在庫を抱え込んだのが「現金買い取り制」の崩壊の原因であると考えられている。そして、売上げ重視のスタンスを捨てきれず、バブル崩壊を向かえた。

・現在まで

当時のワールドは卸売業中心であったため、顧客との接点がなく、直接マーケットニーズなどの顧客情報を得られない状態にあり、顧客中心主義実現のためには、店頭から仕組み作りに取り込む必要があった。そこで１９９２年より、顧客を起点に生産から小売までを一気通貫させ、ロス・無駄を利益に変える仕組みである「スパークス構想」をもとに新しいビジネスモデルの構築による改革に取り掛かり始めたのである。この「スパークス構造」はフェーズⅠとフェーズⅡの２段階に分けられる。

まず、フェーズⅠの段階では、販売系の業務改革から行った。そして、小売店店頭から、アパレルメーカーまで、一気通貫させて業態・業務に着手し、１９９３年の第一号ブランド「オゾック」に代表されるＳＰＡ業態を開発した。また、そこで培ったＳＰＡ業務精度を活かし、販売チャネルを拡大していくため、特にＭＤ精度の高いブランドから、取引先である小売店とのコラボレーションとして小売店が販売業務を担当し、ワールドは商品構成をする「バーチャルＳＰＡ」の展開したのである。つまり、ＳＰＡを基盤とした顧客起点のビジネスモデルを、ほぼ確立したのである。

フェーズⅡは、フェーズⅠをさらに、顧客中心へと発展させるためのものだ。生産段階でのロスや無駄を削減するプロジェクトとして、２０００年に「ＷＰ２（ワールド・プロダクション・パートナーズ）プロジェクト」を起動。この「ＷＰ２」とは、顧客にとってベストな価値の追求のためのものだ。素材開発から生産、縫製、さらに店頭への物流まで、商品に関わる全ての流れを、店頭の週次業務に同期化させる事によって、販売と生産における機会ロスや在庫ロスをなくそうという生産系プロジェクトである。この趣旨に賛同して、ワールドと一体的なネットワークを構築する企業の連合体が「ＷＰ２」である。

２‐３　新規小売業態

　１９９０年代から、市場での実験を早期に繰り返し、仮説・検証・修正を重ねる。そうする事で、まず収益構造を確立する。その後、積極的な拡大を目指すという手法をワールドはとっている。この手法で、様々な新規業態の開発を推し進めてきた。

a.編集型大型世代店舗「オペーク」

顧客サービスの最大化を図る事から対象ターゲットに向けて、ライフスタイル提案が可能な、編集型大型世代店舗の開発に取り組んでいる。消費者の価値観や嗜好がますます多様化している中で、一つの場所で最大化に欲求を満たす事ができる編集型の世代店舗の開発である。それが１９９８年から展開している「オペーク」である。

　これはターゲットを世代で絞り、ワンフロア毎にコンセプトやインテリア、雰囲気などを創っていこうとするものである。そして、フロアコンセプトを基にワンブランドだけではなく複数ブランドで様々なテイストを提案する。これにより、消費者が商品をセレクトしやすい売り場を提供しようというのである。このようにターゲット世代に向けて、ライフスタイル提案が可能な大型専門店を作ることによって、魅力的な商品提供や、サービスの面から価値を生み出そうとしているのである。

b.フラクサス

　現在、全国各地の郊外にＳＣ（ショッピングセンター）が続々誕生してきている。２００２年頃から年間の開設数が５０箇所を越え、２００４年からは６０箇所以上になっている。百貨店を主戦場としてきた大手アパレルメーカーは、都市型ＳＣ（駅ビル・ファッションビルなど）はもとより、郊外型の大型ＳＣでも専用のブランドやショップの開発に積極的になってきている。

現在のＳＣは、これまでの食料品や日用品を提供する場から、より豊かなライフスタイルを提案する場として、その役割を進化させ、幅広い商品が必要とされてきている。超大型もあれば、ライフスタイルセンターという中型の新業態ＳＣ、さらにはアウトレットモールもある。

　その中でワールドは、ダイヤモンドシティが開発するＳＣ内に、ライフスタイル編集メガ・ストアショップである「フラクサス」を展開している。売り場面積は広島のソレイユ店が１１７０坪、福岡のルクル店に至っては１７３０坪に達する。前述した「オペーク」最大の銀座店でも４２０坪なので、「フラクサス」が桁外れに大きい事が分かる。さらに美術館を想起させる程アートな店舗という点でも、既存のスーパーストアとは次元が異なる、クリエイティブなものである。

「美的感動のある生活」をテーマに、カテゴリーミックスで提案するファッションライフスタイルストアをコンセプトに、洋服、化粧品、雑貨、ベビーマタニティー、飲食など様々な商品で構成されている。ターゲットとしているのは、ＳＣの中心顧客である３０歳前後の家庭を持つ女性を中心としている。
　c.ファッションコモディティ（ＦＣＯＭ）業態

　ＦＣＯＭ業態とは、もとは実用衣料と呼ばれるベーシックな衣料に、ファッション性を兼ね揃える事によって、そこに新たなマーケットが生まれるのではないか、という仮説の基に開発した業態である。大都市中心のターミナル型で展開するファッションマーケットと郊外ショッピングセンター（ＳＣ）などで展開する。２０００年にスタートさせた「ハッシュアッシュ」、２００１年にスタートさせた「三寒四温」、２００２年にスタートさせた「ＴＨＥ　ＳＨＯＰ　オゾック」「ＴＨＥ　ＳＨＯＰ　ＴＫ　タケオキクチ」の４つのブランドを、ワールドの新規業態の中核をなす成長をする業態として、力を注いでいる。

d.バイイングＳＰＡ業態

　ファッションビルや駅ターミナルなどを中心に、ファッション性と利便性を同時に追求したバイイングＳＰＡ業態を展開している。バイイングＳＰＡ業態とは自社オリジナル商品と国内外のバイイング商品を展開している業態の事である。主なものとして、「ＩＮＤＥＸ」や「エンポリアム」「アクアガール」などがある。これらは、２０代の働く女性向けのファッション性があるお店である。衣料品、雑貨、食品、アクセサリー、ＣＤなど、いつも通る駅近くに、いつも欲しい商品がある店というように、様々なーズに対応した幅広い店舗の開発をすすめている。

　その中でも比較的低価格な商材を扱う「ＩＮＤＥＸ」や「エンポリアム」などは、これまでの出店チャネルであった、駅ターミナル、ファッションビルだけでなく、ショッピングセンターにも出店を行っており、店舗拡大に成功している。

　海外のインポートブランドなども扱う高感度型バイイングＳＰＡ業態では、「アクアガール」「ドレステリア」が主力で、こちらも順調な成長を続けている。

◎事業セグメント

卸売業・・・主に専門店と卸形態で取引を行っている事業（創業当時からの事業）

　　小売業・・・ＳＰＡ業態

　　　　　　　（主に百貨店インショップで、１ショップ１ブランドで展開している業態）

　　 　・・・ＦＣＯＭ業態

　　　　　　　（主に大都市近郊のＳＣを中心に展開している業態）

　　　　・・・バイイングＳＰＡ業態

　　　　　　　（主に駅ターミナルやファッションビル中心に自社オリジナル商材と、国内外のバイイング商材を展開している業態）

　　　　・・・その他の業態

　　　　　　　（大型ストア、雑貨、ダイレクトマーケティングなど）

３.　ワールドの強み

３‐１　国内工場
アパレルメーカーは、メーカーとはいうが、縫製工場などの生産設備を持たないのが普通だ。国内外を問わず、生産を外部の工場に委託する事が圧倒的に多い。最近では特に商社に依頼する方法が主流なようだ。商社は編み立て、染色、加工、縫製など、様々な工程に分かれている生産プロセスのあらゆる段階に介在している。在庫リスク、金融リスクを負うこともある。特に近年は海外生産が急増した事もあり、商社のネットワークを使うことが増えてきている。商社以外にもＯＥＭ（相手先ブランドによる生産）メーカーなども増えてきている。

現在のアパレル業界では、このように商社やＯＥＭメーカーに依頼しての製造や、海外（特に中国）での製造が当たり前になってきている。しかし、そのような中でもワールドは、日本製を武器にしているのだ。ここにワールドの強さがある。

ワールドの国内生産比率は、２００２年の春夏物で７５％、秋冬では６５％と業界でも最高の水準にある。超高級品へのシフトではなく、普通の製品を日本で作って多大な収益をあげているのである。まだ発展途上ではあるが、毎週店頭で売れた分だけ作って補充する試みを、小ロットでも機敏に生産できる「機動力」を持つ国内工場の力で実現し、スピード経営に挑んでいる。さらに前述した「スパークス構想」により、一週間単位で製造・販売の計画を軌道修正できるようにしている。こうした取り組みは、ワールドに限らず他の大手アパレルにも見られる。しかし、ワールドでは他社に先駆けて、順序だてて取り組んできた。例えば２００３年４月に、高級ニット糸の染色に定評のある本多染色工業を子会社にしたのを初め、２００５年には編み立て業、山崎メリヤスの営業を譲り受けるなど、国内で生産できる体制を確保しようとしている。

３‐２　一週間サイクルで顧客のニーズに対応

　現在のアパレル業界では、週次のＭＤ（商品企画・店舗運営）や、ＳＣＭは当たり前と思うかもしれない。しかし、アパレル業界では、これが非常に難しいのである。なぜなら、衣料品はアイテム数が多い上に需要が読みにくく、さらに紡績やテキスタイル（生地）、染色、縫製など多くの工程を経る。それだけに、追加の生産が難しいという事情があるからである。ワールドでも従来、春夏と秋冬の２シーズンが始める前に生産量を決めていた。それがアパレル業界の常識だったのである。

　しかし、実際シーズン前にトレンド（流行）や販売量を読みきれるわけがなく、人気商品は売り切れごめんという状態に陥った。一方で毎シーズンの終わりには思うように売れなかった商品の在庫が増えていったのである。この現状を打破するために前述した「スパークス構想」が考え出された。「スパークス構想」では、６ヶ月単位だったＭＤとＳＣＭにおけるサイクルを一週間に大幅短縮させた。つまり、商品の売れ方は一週間サイクルなので、それに対応しようとしたのである。そして、販売データを分析、仮説を立て、それを検証する事を、ＭＤとＳＣＭについて週単位で繰り返し、顧客ニーズに対するクイックレスポンスを実現しているのである。つまり、投入した商品が仮説通りに売れているかどうか、品切れはないか、短期の需要予測に対して実際はどうか、などの事を繰り返しているのである。

　これにより、ＭＤ（商品企画・店舗運営）では、ブランド毎に毎週火曜日の「ＭＤ会議」が開かれるようになった。そこには中核メンバーが出席し、商品構成やデザイン、店舗運営、製造などそれぞれの専門的な見地から意見を出し合う。ただし「私はこう思う」といった裏づけのない議論に終始しないように、様様な情報を準備して、たたき台にするのが特徴である。ＭＤ会議が開かれる事で、毎週店舗ごとの商品構成を変えたり、シーズン中でも随時、新商品を追加投入する事が出来るようになった。店頭を常に新しい商品がある状態に保つことが出来ている。

一方のＳＣＭでは、前述したが、売れた分だけを作って、すぐに店舗へ納入する体制を整えている。そのために、毎週月曜日に在庫計画を見直し、生産計画を確定している。そして、作った商品は木曜日までに集荷し、金曜日に店舗に納品するのである。つまり、製造のリードタイムは、月曜から木曜の４日間しかない、という事になる。この短い納期期間に、意欲を燃やす国内の工場や原材料の納入業者を「ＷＰ２」として組織化し、実際に仕組作りを現在も続けているのである。

　こうした週単位のＳＣＭの取り組みは２０００年に、春夏シーズンの商品から実験的に始めて順次、対象を広げてきた。２００３年の秋冬では、対象ブランドは「アンタイトルや「オゾック」など１２にまで増え、合計で２０万枚の衣料品を週単位のＳＣＭによって製造した。これに対応した工場は、試験運用も含めると６７社にひろがった。
４.　なぜ上場廃止に踏み切ったのか

４‐１　ＭＢＯとは

まず、ＭＢＯについて述べておきたいと思う。ＭＢＯとは、企業の合併・買収（Ｍ＆Ａ＿merger and acquisition）の手法のひとつで、「マネジメント・バイアウト_management buy-out」を省略化した言葉である。その内容は、経営陣（あるいは従業員）が所属している企業や事業部門を買収して独立することを指す。

日本においてＭＢＯが普及したきっかけは、事業再編の一環だった。しかし、日本経済が回復してきている今、最近のＭＢＯ実施の理由は少々これまでとは異なってきている。特に、上場企業における最近のＭＢＯ実施の傾向には、以下の２つの理由が挙げられる。
①：ここ数年、日本においても市場で株式を買い付ける「敵対的買収」が活発化してきた事で、買収リスクをなくすために、「企業防衛策」としてＭＢＯを実施。　　　　　

②： 経営の自由度・機動性を高めるために、ＭＢＯを実施する。

つまり、上記２つの視点から、「自社を上場廃止（株式非公開）にすることを目的」としてＭＢＯを実施する上場企業が出始めている。企業の経営者が自社を上場廃止にすることは、一見不可解なようだが、上場を廃止することで、 市場を通じて、敵対的買収によるリスクを回避できる。また、経営陣自身が大株主（オーナー）になれば、自由な意思・機動性を持って経営が出来るということが可能になるというメリットが得る事ができる。
デメリットとしては、上場されない事で、経営に対するチェック機能が低下する可能性や、資金調達の手段が限られてくる事などが挙げられる。

４‐２　上場廃止のワケ　

なぜ、２２００億円もの資金を使って上場の廃止に踏み切ったのか、それはＭＢＯが敵対的買収からの、最高の防衛策であるからだ。上場廃止直前には、ワールド株の外国人持ち株比率が３割程度あった。しかし、上場廃止をした事でこれから先、買収される事はありえなくなった。

　また、ワールドは２００５年前期に過去最高益を更新するなど、業績は好調で財務体質も良く、手元資金が豊富。そして、これから大きな資金調達計画もないというのも理由だろう。

最後に、ＭＢＯによって短期的な市場の声に惑わされることなく、中長期的な経営戦略が保てる（＝経営の自由度が高まる）のも理由の１つだと考える。１９９２年に打ち出した「スパークス構想」により、販売系の改革としてＳＰＡ業態を開発、ワールドは業界トップまで成長してきた。そして、次に着手するのが生産系の改革なのだ。前述したように、ワールドはＷＰ２によって、店頭で売れた分だけを供給できる仕組み作りを行ってきた。今後は更に、店頭やブランドから出される様々なニーズに対して、的確に対応や提案ができる生産体制を整えていく。

ここで生産体制を整えるために、わざわざ上場を廃止する必要があるのかという疑問が浮かぶ。しかし、非上場しなければ中々実行する事が難しいのである。ＳＰＡブランドの店舗拡大に力を入れた方が売上げは伸びる。単純に考えれば、売上げが上がれば、株価も上がるだろう。そうすると、株主がいると株主の中には生産に力を入れる事を良しとしない人が増えてくるのだ。

　では、なぜ中・長期的な目で見ると、生産改革に取り組んだほうがよいと寺井社長は判断したのだろうか。それは、店頭情報管理や需要予測などのシステムが他のアパレル企業にも標準装備されてきており、売れ筋商品の追加だけでは同質化を招き、価格競争の悪循環に陥る弊害が生まれてきている傾向があるからだと私は考える。つまり、ワールドの小売事業売上げ３分の２近くを占めるＳＰＡブランドが同質化してきてしまっているのだ。同質化を避けるために、「提案」ができる生産体制を整える必要があるのだろう。また、短い納期の多品種少量生産システムでの、商品の質感の悪さによる、ＳＰＡブランドの売上げの落ち込みも理由のひとつだ。

これからのＳＰＡブランドには、短期間の納入によるフォロー体制は残しながらも、品質を向上させる事と、初期企画の比重を大幅に高め、トレンド（流行）追いから提案力重視の方向転換が迫られてきている。
おわりに
今回の卒業論文を作成したことで、私が来年度から働く事になった株式会社ワールドは時代を引っ張ってきた企業の１つであり、力強い精神を持った企業であると思った。今回のＭＢＯにしても、今後の株式市場に与える影響は大変大きなものになると思う。

仮説を唱え、それを検証し、修正する事を常に繰り返す。これにより、ＳＣ（ショッピングセンター）時代の到来や、生産拠点の海外などへの移転、トレンドの移り変わりなど、目まぐるしく変化するアパレル業界にあったビジネスモデルの転換を成し得てきた。アパレル業界での「勝ち組」「負け組み」は時代にあったビジネスモデルへの転換が、成功したか否かによって生まれてくるという事が、今回ワールドを研究した事で分かったように思う。
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